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１ 計画策定の背景と目的 

近年、人口減少や少子高齢化の進展等に伴い、本町のみならず全国的に空き

家が年々増加しています。このうち適切に管理されていない空き家は、防災（倒

壊等の恐れ）、安全性・防犯性の低下、衛生環境の悪化、景観上の問題等様々

な分野で地域の良好な生活環境を脅かす要因となっており、今後、空家等が増

加すれば、これらの問題が一層深刻化することが懸念されます。 

このような中、空家等がもたらす問題に総合的に対応するための施策の更な

る充実を図るため、平成２７年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法

（以下、「空家等特措法」という。）が完全施行され、国においても本格的な空

家等対策に取り組むこととなりました。 

空家等特措法第３条に規定するように、「空家等」の管理について第一義的

な責任を負うのは所有者又は管理者となっていますが、その責任を負わず適切

に管理がされない場合、私人間での解決が困難であることから住民にとって最

も身近で、現状を最もよく把握できる自治体が積極的な対策を実施することが

求められています。 

本町においても、空家等の増加がみられるため、空家等に関する施策を総合

的かつ計画的に推進し、適切な空家等の対策を進めることを目的に空家等特措

法第６条に基づき、本計画を定めるものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、空家等特措法第６条の規定に基づき、国の基本指針に則して、本

町の空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な方針

として策定するものです。 

また、既存計画である「第５次玖珠町総合計画」や「玖珠町まち・ひと・し

ごと創生戦略プラン」、「玖珠町都市計画マスタープラン」など各種計画との連

携・整合性を図ります。 
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１ 空家等の現状   

（１）全国の空家の現状   

 空家の推移をみると、昭和３８年の５２万戸から一貫して増加を続けており、

平成２５年で８２０万戸となっています。また、総住宅数に占める空家の割合

（空家率）も、昭和３８年の２．５％から一貫して上昇を続けており、平成２５

年では１３．５％と過去最高となっています。 

 なお、住宅・土地統計調査は、総務省統計局が主管部局であり、調査員が調査

対象となった抽出地区の世帯を巡回のうえ調査票を配布し、独自の調査方法で

統計的な数字を出しており、全戸調査ではありません。空家の場合は、調査員が

外観で判断し、調査項目の一部について調査しています。 

 

 

（２）玖珠町の空家の現状   

①住宅・土地統計調査による空家の状況 

平成２５年の住宅・土地統計調査による本町の空家は１，３１０戸で、総住

宅数に占める空家の割合（空家率）は１８．４％となっています。この住宅・

土地統計調査は、総務省統計局が主管部局であり、調査員が町内から数か所抽

出された地区の世帯を巡回のうえ調査票を配布し、独自の調査方法で統計的な

数字を出しており、全戸調査ではありませんので、あくまでも参考数値となり

ます。 

②平成２４年実施のアンケート調査の結果 

ⅰアンケート調査の実施概要 

   対  象：玖珠町内における自治委員（２９１自治区） 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 
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   実施時期：平成２４年７月１日～平成２５年３月３１日 

 

ⅱ実地調査結果（平成２４年７月１日～平成２６年３月３１日） 

ア 調査員 まちづくり推進課職員 

イ 空家戸数 ２２４戸 

内訳） 

居住可能な空家６３戸  一部改修により居住可能な空家１００戸 

居住不能な空家６１戸 

ウ 空家の分布状況 

調査内容からは不明である。 

※本調査は空家等特措法施行以前の調査であり、あくまでも参考となります。 

 

■空家の状況（平成２６年３月３１日時点） 

 

■空家の除却状況（平成３１年１月１日時点） 

  ※所有者等による除却件数は、平成２６年度以降に除却を行った件数 
  ※指導等による除却件数は、平成２６年度以降に除却を行った件数 

 

■空家バンク利活用の状況（平成３１年１月１日現在） 

 

■空家バンク利用世帯の状況（平成２４年からの累計数） 

 

 

空家 

総数 

内  訳 

居住可能件数 一部修繕により居住可能件数 居住不能件数 

２２４件 ６３件 １００件 ６１件 

除却件数 
内  訳 

所有者等による除却件数 指導等による除却件数 

４件 ２件 ２件 

空家バンク登録物件数 
空家バンク登録物件のうち 

空家リフォーム事業を活用した件数 

５件 ４件 

空家バンク成約世帯数 空家バンク利用希望世帯数 

２１世帯 ９７世帯 
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２ 空家等における課題 

空家等については、原則、所有者が周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

うに適切な管理を行うこととなっていますが、様々な要因により管理されず放

置されています。利活用に関するものや、空家等が放置されることで近隣等に

悪影響を与えるもの、空家等の管理に関するもの等の課題があります。 

 

（１）空家等の管理 

空家等は、個人の財産であるため所有者等が管理するべきものですが、

放置することに対する問題意識や危機意識が低い傾向にあります。 

相続関係のこじれや高齢化により管理が困難、管理方法がわからない、

固定資産税の減免が受けられないなど、様々な要因により空家等の管理が

適切に行われず、今後も増加していくことが考えられます。 

 

（２）空家等の利活用 

家財道具や仏壇等の存置、所有者の利活用に対する意識、空家等の耐

震性の問題などによって、利活用に至っていません。 

 

（３）近隣への悪影響 

空家等が放置されることにより、台風などの自然災害による屋根材等の

飛散事故や老朽化による倒壊事故、放火など地域の安全が脅かされる事案

が発生する危険性があります。 

また、草木の繁茂により隣地や道路への草木の越境、敷地内へのゴミの

不法投棄など、近隣の環境悪化を招く原因となります。 
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１ 基本方針 

  空家特措法第３条において、「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定され

ており、まず、第一義的には、空家等がもたらす問題については、空家等の所

有者等が自らの責任により的確に対応することが前提となります。 

  所有者等自らが「通水、換気、清掃等の適切な管理又は適宜の除草、立木な 

どの伐採、枝打ち」等を行うことにより、空家等の劣化を防ぐことができます。 

また、所有者等自らの管理を促進するために、本町では、「空家相談窓口」 

の設置を行うとともに、空家バンクを通じて、空家等の利活用の推進、および 

 適正な管理が行われていない空家等に関しては助言を行います。 

 

２ 計画の期間 

本町の空家等対策の実現に向け、計画期間を平成３１年度から令和５年度ま

での５年間とします。ただし、毎年ごとに事業検証を行い、翌年度の計画へ反

映を行うＰＤＣＡサイクルを用い、より有効かつ効果的な事業サイクルを実現

します。 

 

３ 計画の成果目標等 

空家等の対策については、持続的な取組が必要であり、中長期的な視点から、

成果目標の進捗状況等を把握することが重要となります。 

本計画の実行にあたっては、既存計画との整合性を図る必要があり、既存計

画に則した成果目標等を設定して、取り組みを進めることとします。 

  なお、取り組みの評価や、新たに生じた課題等を整理し、必要に応じて適切

な見直しを行うこととします。 

 

【成果目標】 

項  目 
基準値 

（平成３０年度） 

目標値 

（令和５年度） 

空家バンク利用希望登録世帯 ６世帯 １０世帯 

空家バンクの新規登録件数 ４件 ２０件 

空家リフォーム事業活用件数 １件 １１件 
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助言・指導等による空家等の除却 １件 ５件 

 ※除却件数は、町において助言・指導等を行い除却を行った件数とし、所有者

等で除却を行った件数は含まない。 

 

 

４ 計画の対象 

（１）対象とする地区 

町中心部には、商店街の空き店舗をはじめ、居住用の空家等も見られます。

また、郊外においては、一戸建ての空家が特定の地区に限らず広く点在してい

ます。 

このような状況から、本計画では、「玖珠町内全域」を対象とします。 

 

（２）対象とする空家等の種類 

本計画で対象とする空家等の種類は、空家等特措法第２条第１項に規定す

る「空家等」とします。 

 

※「空家等」とは…（空家等特措法第２条第１項） 

この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木そ

の他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有

又は管理するものを除く。 

 

 

５ 空家等対策の実施体制 

（１）玖珠町空家等対策協議会 

空家等対策を総合的かつ計画的に推進するため、玖珠町長を会長とする

「玖珠町空家等対策協議会」（以下「協議会」という。）を設置します。 

また、本計画の作成及び変更や、特定空家等の指定など、あらかじめ協議

会の意見を聴くものとします。 
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【協議会委員の組織体制】 

区 分 職 名 

玖珠町 町長 

地域団体 自治委員代表者、コミュニティ連合会 

法務 法務局 

不動産 土地家屋調査士 

建築 建築士 

行政機関職員 玖珠警察署、玖珠消防署、大分県 

 

 

（２）庁内の組織体制 

空家がもたらす問題を解消するには、防災、衛生、税など多岐に渡る政策

課題に対して庁内の多くの部署が横断的に対応する必要があります。 

空家等に関する様々な施策・事業を総合的に推進し実効性を確保するため

の庁内体制を以下のとおり整備します。 

 

項目 担当課 電話 

空家相談全般 企画商工観光課 0973－72－9031 

空家バンクに関すること 企画商工観光課 0973－72－9031 

建築・取り壊し技術に関すること 建設水道課 0973－72－7163 

水道に関すること 建設水道課 0973－72－7162 

環境に関すること 住民課 0973－72－1137 

防災に関すること 基地・防災対策課 0973－72－1891 

税に関すること 税務課 0973－72－1114 

 

 

 

※「特定空家等」とは…（空家等特措法第２条第２項） 

空家等のうち、以下の状態と認められるもの。 

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれがある状態 

②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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（３）地域との連携 

   空家等の増加が地域に与える影響は、地域活力の低下や近隣等に危険性

を及ぼすなど、様々なものがあり、これらの問題は、地域と行政が連携・協

力して解決を図る必要があります。 

地域においては、空家が発生した場合、近隣住民や自治会等から所有者等

に対し空家バンクへの登録を促してもらうよう広報するとともに、玖珠町に

おいても、それらの情報の提供を受け、所有者等に空き家バンクへの登録を

促すこととします。 

   また、倒壊等の恐れのある状態となっている空家等に関する情報につい

ても、自治会から提供を受けるなどの連携を図り、対応を行うものとします。 

 

 

６ 空家等の調査 

「空家等」に該当する建築物等については、庁内関係部署で情報共有でき

るよう「空家等管理台帳」整備を行います。 

「空家等管理台帳」をもとに、「空家等一覧表」及び地図上で所在を確認で

きる「空家マップ」を作成します。 

「空家一覧表」に記載するべき情報は、「所在地」、「現況」、「所有者等の氏

名」とし、特定空家等については、「特定空家に該当する旨の表示」及び「措

置の内容や履歴」についても併せて記載し、経過の把握ができるよう整備し

ます。 

なお、上記情報については、玖珠町情報セキュリティポリシーに基づき、

適切に取り扱うこととします。 

また、大分県が作成した「空き家実態調査の手引き」により、必要に応じ

て実態調査を行います。 

 

  



第４章 空家等対策の基本方針に基づく取組 

 

- 9 - 

 

１ 空家等に関する相談への対応 

庁内に空家相談窓口を設置し、所有者等や住民から、空家等の活用又は除

却等についての各種相談に応じます。 

相談窓口を一元化することによって、関係部署との連絡体制を密にとり、

相談に対応できるよう、連携体制を構築します。 

相談の内容により、利活用や適正管理、周辺への影響などに関係部署が連

携して取り組みます。 

【相談窓口】企画商工観光課 地域力推進班 連絡先：0973-72-9031 

 

 

２ 空家等の『予防』・『適正管理』の推進 

今後も人口減少等により空家等の増加が予想されることから、現在居住中の

所有者等に、利活用の制度や空家等の諸問題を周知・啓発し、空家等の発生予

防や適正管理に努めてもらう必要があります。 

このことから、広報やホームページ等を活用して周知・啓発を行うとともに、

庁内関係部署や関係団体等と連携し、チラシを配布するなど、情報提供や啓発

活動を行い、空家等の予防・適正管理の推進に取り組みます。 

 

（１）空家化の予防に対する意識の醸成 

  空家等を発生させない意識の醸成を図るため、空家等の利活用の制度や空

家等がもたらす周辺住民等の生活環境への悪影響などの諸問題を所有者等

に周知・啓発し、新たな空家等の発生を予防します。 

 

（２）住宅基本性能の向上 

現在住んでいる住宅に安心して住み続けるため、また、次世代に有効活用

され空家等の発生を予防するためには、空家等になる前から耐震化や水洗ト

イレの設置などの住宅の良質化が重要となることから、各種補助金制度を活

用した住宅の耐震化等を促進します。 

 

（３）相続対策 

 現在の住まいを相続等により次世代へ円滑に継承することの重要性や意

義を周知・啓発し、将来における空家等の発生を予防します。 
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（４）適正管理の推進 

   老朽化や破損状況の悪化が進行する前に、所有者等に対して適正管理の

必要性を周知・啓発し、利活用につなげるとともに、管理不全状態に陥るこ

とを予防します。 

 

 （５）除却の推進 

   修繕等を行っても改善できない空家等については、老朽化等により隣家

や地域等に危険を及ぼす前に除却するよう促します。 

 

 

３ 空家等の『活用』の推進 

空家等対策の推進にあたっては、既存の空家等の利活用のほか、除却後の

跡地も含めて空家等を地域資源として利活用すべく、今後の活用方策を検討

します。 

空家等は、修繕等を行えば「地域交流」や「地域活性化」の拠点として利

活用できるものも存在し、更に利活用する主体はその所有者等に限られませ

ん。空家バンク等を通じて、広く外部に情報提供を行っていき利活用を促進

します。  

   具体的には、当該空家等を修繕し、各地区コミュニティ運営協議会と連携

し地域の集会所として「いきいきサロン」、「農村宿泊体験施設」、「移住希望

者の住居」としての活用などが考えられます。 

また、除却後の跡地については、地域住民の「駐車場」や「公園」として

の活用が考えられます。 

所有者等、地域住民、地区コミュニティ運営協議会等との協議により、そ

の地域にあった活用策を検討し、利活用の促進を図ります。 

また、地域活性化や良好な居住環境の整備を促進する観点から、空き家等

の利活用や除却等をはじめとする空家等対策に支援を行います。 

 

（１）空家バンク事業 

町内の空家情報を所有者等の了解を得て、玖珠町ホームページや各種媒体

を通じ情報発信をし、移住者等との橋渡しを行います。 
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（２）空家リフォーム補助事業 

   空家バンクを利用し定住を行う移住者が、当該空家のリフォームを行う

場合には、５０万円（１８歳以下の扶養親族がいる場合は上限８０万円）を

限度として、その事業費の１／２を補助します。 

  

（３）空家活用準備補助金 

空家バンクを利用し定住を行う移住者に対して、その準備金として、一律

２０万円を交付します。 

※大分県外からの移住者には別途玖珠町移住者居住支援事業補助金が適用され

ます。 

 

４ 特定空家等に対する措置等 

（１）基本的方針 

特定空家等に該当する建築物については、地域住民の生活環境に深刻な影

響を及ぼしているものであり、地域住民の生命、身体又は財産を保護すると

ともに、生活環境の保全を図るために必要な措置を講じる必要があります。 

特定空家等の詳細な現状を把握し、どのような措置が必要となるかについ

て検討するため、町職員又はその委任した者（建築士や土地家屋調査士等）

が立入調査を行い、その調査結果に基づき、所有者等に対し必要な措置を助

言・指導、勧告及び命令を行います。 

 また、措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき等には、行政代執

行法（昭和２３年法律第４３号）の定めるところに従い代執行も検討します。 

 

（２）特定空家等の判断基準及び指定 

特定空家等については、空家等の物的状態のみならず、その立地状況から、

周辺の建築物や通行人に対して悪影響をもたらす恐れがあるか否か、悪影響

の程度と危険等の切迫性を勘案する必要があります。 

そのため、特定空家等の指定については、大分県が作成した市町村向け大

分県特定空家等の判断基準案に基づき作成する「玖珠町特定空家等の判断基

準」に基づき、玖珠町長が総合的に判断し指定します。 

 

 


